
者で協会に入会した者(正会員J (2) 協会の事業に|刻係の傑い

機Ixlを代}<.する者，または協会の ・作業を賞以Jするおで ， llj!事会

によ っ てJ1I mí された者(貸U))会 HJ (3) 協会のす11:;終に功労のあ

った者，または学級経験を有する者で，理事会によって宇佐薦さ

れた者(名持会m からなり ， nr{和 40 ・ 3 ・ l 現拍の会民数は，正

会員 1 ， 2ll 名，賛助会 il 98 名，名誉会民 2 名である。

協会の '11務所は，東京都千代/TI[メ丸ノ|人lにあり，また，横浜 ・

名山R. .京都・ 大阪 . f'i'戸・広島・稲|刈の各地に支部が世かれ

ている 。 (~，υHIl孝)

にほんかんこうりよかんれんめい 目本観光旅館連盟

円本観光旅館i!11!日!(略称 日制連)は旅客に快適にして最良の宿泊

を従供することによって，観光事業の悦進に協力し，また旅館

およびこれに|刻する調作研究ならびに改普進歩をはかるととも

に， .ìili WJ加入旅館の辿絡を緊密にし，その 1") [ ーをはかることを

目的として政なされた制同法人である 。

1 i{) 小!!i{和 26 ・ 6 円本|通有鉄道知成旅館~凶込J ~~l として

創立され，国鉄を中心として輸送と1'iiirlの -- 1'(的サービスを唱

えていた。その後，昭和 27 .6 には，利 [ft 法人[.!;l鉄雌 i熊旅館述 \~{t

となり ， 11日平11 32 . 4 からその名称を IJî:(r:の n 本観光旅館主111況と

改めた。

2 õ J ~ たの 1)')谷川旅館の施z没およびサービスの 1 " jJ 改善

に 1)\1すること 。 (2) I叫鉄その他の交通機関ならびに旅行あっ

旋機/)'1 と 緊術なる Æ絡協調をはかり ，}it、手ç j者迎 1") [ Jtti策に協力

するこ と。 (3) 旅館および旅客桜過に|刻する調脊研究に関す

ること 。 (4 ) 旅館従業員の資質の 1" ) [ :に 1'11するこ と。 (5)

閃係'I~\・庁ならびに団体に対し意見を 1m陳し，また，その諮問lに

応ずるとともに緊密なる述絡をはかること。 (6) その他本述

盟の円的を迷成するために必要な事業。以[:の 6 項目である。

本述iX!は ， これらの事業を遂行することにより観光事業の推

進，旅館およびこれに関する調作研究ならびに改汚進歩をはか

ることを [I (Y.)としているが，そのために ， ;.j>:Æ iXl のほか， [iil 鉄 ・

日本交通公干|・ 学識経験有等からなる資材市選考委n会を設け，

さらに加入旅館の具面白すべき条件についてきびしく定めており ，

優良な旅館業者だけにその加入を|拠っている。 本述日\1は，東京

都l千代川|互におき，全国に 27 支部を有している。その会員で

ある力11入旅館数は，昭和 40 ・ 2 ・ 1 現引で，北海辺(副1[路 ・ 旭川 ・

札幌 ・ 扇町0325，東jヒ(\，;在岡・秋 rn ・イ111;'î) 652，以1 :r.R (í:'ljillな ・ 水

戸 ・ 千~~ .東京)1， 552，中部(新潟・静|刈・ 長野 ・ 名 jIihl ・ 北

隙) 1 ， 396，近畿(大阪 ・ fíj近畿・相知 I Li ) 970，中 1 !iI (米 子 ・岡

111 .広 !;h) 579，内問 277 ， )L州(門 口1 ・ 大分 ・ 熊本 ・ 鹿児島)949，

全 11]，:16 ， 700 である(かっ こ内は支部名) ， (雌智 i l'， 9")

にほんこくゅうてつどうしもんいいんかい 日本固有

鉄道諮問委員会 IIH 平U 30 年運輸'/'ì に設けられた凶SH千円調

査会において， 1 11鉄の経';:1;[の ，市川!I!iが !吊:泌されたが，その符

中の'1'の符理組織にl刻する mlに，理 'J ï会および舵作委員会の設

Iri:のほか， L凶 l~の )fiを企業の運常に反映させ，主要 'Jç項につい

てのIIn~の ILilを聞くため， 総裁の諮問委n会を設け ， 1万鉄外

部の各界の有識者から!ムく委員をJ.'Mぶ こ と。1 とし、う趣 F干の議

問機関の設H'{:が示唆された。

到I'J ï会および蛇行委o会の imil"~については，日木 |国有鉄道I.t

の改jf法案に日告られて，第 24 国会に従/1\され，原案どおり l可決

成立した(附荊131 . 6 ・ 25 施行)。しかし，諸問機闘の設 liftについ

ては ， iHltで規定すると出l定化されて迎用 1 :"1、使であるので，

総 Jん主をもって 1;1iì~l:することが適当であるという考え方で，日

本 [ !:<I有鉄道U、の己主 jI法定には儲りこまれなかっ た。衆議院運輸

にほんこくゆ

いて，業務執行機1)\1の独善を是正するため， 諸問機|刻を法定す

べきて、あるとの主張が強くなされ， 結局付常決議の中で諮問機

関の設![{を袈認するとともに，諮問委員会は業務に関する震要

事項を調公平年殺するものであるこ主を明らかにした。

この趣旨にtl~づいて，昭和 31 ・ 9 ・ 25 総裁達をも って日本国有

鉄道諮問委員会規線が制定され，翌 26 日凶鉄に設rt された。 こ

の委員会は，委員 30 人以内で組織し ， 委員は， 学識経験を有す

る郊外者のうちから総裁が委嘱する。委員の任!日jは 1 年で i 1 f

任を妨げない。

委員には，広くi1J'f業経済界・学界 ・ 亘論界 ・ 労働界~~各分野

の学識経験者から社会的発言権の大きい人々が巡ばれている。

(宮腹 iEr(()

にほんこくゅうてつどうしんせんけんせつほじよとく

べっそちぼう 日本固有鉄道新線建設補助特別措置法

日本[i:I有鉄道の新線建設に対する経営上の ft 1t-lを軽減するため，

第 38 凶会において成立した担、律て、ある。(昭和 36 年法律W 1l7

号)

1 成立の経緋

日本[:íiI有鉄道は， I:!~ ニUJH発 ， 産業振興， 交通経路の形成等の

訪日的を述成するため，鉄道新線の建設を行な っ ているが，こ

れら鉄道新総は多官nの ill，;止裂を要し，また開業後も長 JUJ間おお

むね品、寸' となるので， !J.4鉄の続符 ! 大きな負担となってきた。

これら新総ill.11はいずれも国家的見地から行なわれるものであ

り，これにより ~I:ずる fl仰を悶鉄のみに負わすことは，既設線

の輸速力l1'l強 T'I1'のため，財政的に許しい国鉄にと っ てれ犯が

過重であるので， 新料Ul!投に要する資金については政府出資と

し，もし，これができなくて借入金で実施するときには，その

利干相当官lを l:i;I鉄に補給すべきであるとのな見が従来各方 ffliか

ら表明 されていた。すなわち，鉄道建設詐議会においては ， n~ 

和 27 ・ 7 政府出資についての建議，昭和 27 ・ 1 2 政府出資および

利子補給についての建議，昭和 32 . 4 利子補給についての建議

がなされ，さらに昭和 34 ・ 11 には，利子補給咋建設費に対する

特別の助成方策をたて， nn和 35 年度から実現すべきであると

具体的に実施年度を定めて建議が行なわれた。また，臨時公共

企業体合開化平年議会が昭和 29 ・ 11 ， 日本同有鉄道経常調布会が

昭和 31 ・ 1 ， 口木m有鉄道知代委員会が昭和 35 ・ 8 ， *円本国有鉄

道議問委員会が昭和 35 . 9 にそれぞれ符中あるいは報告書の中

で，新線姐!設に対する政府出資，国鉄P;1'':!H失の術的学につい

て要望した。このように新線建設に対する納助についての要望

が強くなり，昭和 36 年度予算において， IlH和 35 1['.1主新級建設

費の;fr[ 了相当官n 3 OJ: 900 万円が新線建設費fí1ì!l))として認められ，

[l本国有鉄道新総 ill J!):Mì幼特別措置法が:;f， 38 1JiI会で成立した。

2 1λ1符

本位、は 4 項よりなり，その要綱は次のとおり 。

川 日本凶有鉄道に対し， /1日和 36 年度から昭和 40 年度まで

において，昭和J 35 年度以降に鉄道敷設法(大ïF. 11 年法律第 37

号) 1} 1Jï<に掲げる予定鉄道線路の建設に要した資金について，

利子の'fJ[に相当する加の範間内において， fí1ì以Jすることができ

るこ ととする 。

(2) Îìíj~闘の規定によ る補助に係る予定鉄道線路について，利

益を 't じた場介は，その利益の夜iに相当する百Iを現年度の補助

の 1j[か ら持除するものとする。

(3) 円本 l@有鉄道は，前項の利益が補助の行なわれた年度か

ら昨度以内に生じたときは，政府に対してその干利I[陥l

を下らない金?智飢E引1を，当該線路に係る補助の額の合H'i'J[に迷する

委H会における日本国有鉄道法の一郎改 正法案の'謀議過程にお まで還付しなければならないこととする。
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